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 愛知共同溝の効率的な維持管理を目的としたマネジメントシステムの構築を行った． 
 長期にわたって共同溝を維持管理するための管理の考え方，点検方法，健全度の評価，
更に補修時期の判断等を検討し，ライフサイクルコスト(以下「ＬＣＣ」と略称する)

予測ツールとデータベースを構築した．ハード面人的面からのシステムの陳腐化を防

ぐ方策も策定した． 

 一部区間でモデル的な点検を実施、検討しシステムを実行可能なものにした．  
 

キーワード 共同溝，維持管理，データベース，マネジメントシステム，点検，ＬＣＣ，劣化予測  

 
 

１．はじめに 

 

 共同溝は「道路の構造の保全と円滑な道路交通の確保

を図ること」や，「ライフラインの防災性・信頼性の向

上を図ること」を目的とし，東京，名古屋，大阪の3大
都市圏、その他全国の主要大都市で整備されてきている．

名古屋都市圏では，愛知共同溝として約80kmが整備さ
れており東京都市圏の150kmに次ぐ日本で2番目の延長
を誇る．愛知共同溝は，S45年（1970年）から整備され，
都心の放射状の幹線国道と，外周の環状ルートの国道

302号を結ぶネットワーク形成を目指している(図-1)． 
 

 
図-1  愛知共同溝ネットワーク図 

 
図-2  愛知共同溝の整備延長と高年齢化区間の増加 

                          

本文は3ヶ年にわたる愛知共同溝の効率的な維持管理
を目的とした共同溝維持管理システムの構築に関する検

討報告である．3ヶ年の主な検討は以下の項目である． 
● H17年度：供用中の共同溝全延長に対する概略
損傷実態把握調査の実施． 

● H18年度：愛知共同溝管理要領(案)（以下「管理
要領(案)」と略称する），愛知共同溝点検要領
(案)（以下「点検要領(案)」と略称する）の策定
と運用を支援するハード面の開発検討． 

● H19年度：代表箇所におけるモデル点検を実施
し，上記要領(案)の実効性の確認と見直しおよ
びハード面の構築． 

なお，H18，H19年度の検討は学識経験者，道路管理
者，占用企業者で構成した委員会（ 委員長：小林潔司
京大大学院教授）を設置し議論した。 
 

２． 共同溝維持管理システムの必要性と緊急性 

 共同溝維持管理の必要性と緊急性として以下の点を挙

げることができる． 
 

(1) 維持管理費の削減と愛知共同溝の高齢化 

近年の社会資本整備に係る厳しい財政状況から，コス

ト縮減を目指した計画的維持管理が必要である． 
愛知共同溝では，H19年現在の完成延長81.3ｋｍのう
ち，35年以上経過した延長はわずか2kmである(図-2)が，
20年後には46km（現在延長の57%）となる．  
今後，高齢化が増大する共同溝は限られた維持管理費

の中でコストを考えた維持管理が重要となる． 

 



 

(2) 損傷箇所の増加と劣化原因把握の必要性 

 H17年度の概略損傷実態把握調査では，愛知共同溝全
線100m当たり10～30個ほどの損傷が確認された．建設
年代の古いものほど損傷が多く，特に，最も古い1970年
代の損傷数は1980年代以降の2倍以上と顕在化している
(図-3)．損傷の増大要因は，共同溝躯体の材質による劣
化進行の違い・溝内温度変化・地下水浸透の影響など複

合的な要素が大きいと考えられる．そのため，専門家の

知見を踏まえて躯体の健全度と劣化進行の関係を明らか

にし，点検の評価基準を整備する必要がある． 
 

(3) 機能を保持した更新の必要性  

共同溝は，都心部を中心に交通量の多い幹線道路下に

設置してあり，大規模な作り替えは交通確保の面から困

難である．(図-4) また，収容しているライフラインも移
設・作り替えは困難である．そのため共同溝の健全性を

長期的に保持しつつ，維持管理コストの一層の縮減を図

ることが求められている． 

共同溝躯体の設計自体は，輪荷重の変化や耐震につい

て順次対応が図られており陳腐化していない．また，阪

神淡路大震災においても，耐震性能が確保されているこ

とが確認された．2） 

 

３．これまでの共同溝維持管理 

 

(1) 共同溝維持管理方法 

共同溝法1）の施行（昭和38年）後，管理の骨子が示さ
れた共同溝管理規程のみが整備されている．管理水準や

点検方法など管理方法や劣化損傷の評価等の規定は明確

化されていない． 
 
(2) 計画的な点検・補修 

共同溝の点検は，占用企業者からの新規の損傷箇所の

報告や，電気通信設備点検者の設備と並行した躯体目視

点検にとどまり，コンクリート躯体の専門家による計画

的な点検は未実施であった．また，補修は，劣化発生時

点で要不要が判断された補修対応に限定されている． 
 

(3) 情報の共有 

共同溝の設計施工情報や維持管理情報は,担当各課が分
散し管理しているのが現状である． 
 

４．予防保全への転換 

 

(1)共同溝の計画的，効率的な維持管理の必要性 

2005年度には 6,600件の下水道管路による道路陥没事
故が発生しており3），地下構造物の劣化・損傷が幹線道

路の交通障害の危険をはらんでいる． 

 共同溝も経年劣化に伴う損傷が増大しており，モデル

点検の結果から 100年にわたって劣化予測を行い，躯体
の健康状態を，良好な状態Ａから補修の可能性があるＥ

までの5段階の健全度で表した．健全度Ｅの個所は，現
在 2%程度に対し，75年後には 42%に増加する予測結果
となった(図-5)．健全度Ｅの区間を放置すれば，躯体の
劣化・損傷が進行し，道路陥没やライフラインの供給停

止など大災害に発展する危険が予想される． 
 

(2) 定期点検に基づく計画的補修実施への転換 

大規模な補修が必要になる前に，共同溝躯体に対して

早期補修を実施することで，安全性・信頼性・経済性を

確保することが必要である．そのため，定期的な点検に

よる予防保全を行う必要が高まっている．（早期発見，

早期対策で国民の安全・安心ネットワークの信頼性を確

保すると共にＬＣＣの最小化と構造物の長寿命化を図

る） 
 

５．共同溝維持管理システムの構築と継承 

 

(1) 共同溝維持管理システム 

 管理要領(案)と点検要領(案)を策定し，点検者の質と

体制を確保し，現状の共同溝躯体の健全度を的確に把握

するシステムを検討した．  
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図-3  建設年と損傷数の関係 

図-4 共同溝の配

図-5 愛知共同溝の劣

 

現在 

健全度E

2% 

 

名古屋市中心部
 
置 

 
化予測 

75年後 

健全度E 

42% 



 

点検実施からハード面のシステムによるデータ蓄積・

分析評価は管理要領(案)・点検要領(案)に基づくものと
した．また，別途「運用の手引き」を作成し，要領やシ

ステムの見直しを含む人的面の責務を明確化し，ハード

面や人的面でもシステム自体が風化せずに，後世に確実

に継承し，効力を発揮し続けられるよう検討した(図-6)．  
 

(2) 損傷の質を診断・評価するシステム 

点検要領(案)において，個々の損傷の質を劣化度ラン
ク（表-1）で評価し，個別のブロック全体の健康状態を
健全度ランク（表-2）で客観的に評価できるものとした． 
また、点検者の資格（技術士，コンリート診断士，一

級土木施工管理技士）を明確化し，コンクリート特性を

熟知した有資格者を配することで，質の高い管理を目指

すものとした．（平成16年度改訂された道路橋点検要領
では点検者の資格は業務経験や実務経験から定めている

が，本点検要領(案)は資格を明確化(表-3)．） 
 

(3) 健全度評価等に基づく優先順位付け補修計画の策定 

健全度は，ブロック内の損傷の劣化度を点検要領(案)に
より点数化した値で評価する(図-7)．  
ブロック単位での健全度評価から，詳細調査の結果と

ＬＣＣ検討結果を整合し，補修計画の優先順位付けを行

うこととした(図-8)．  
 

(4) 計画に基づく補修の確実な実施のための環境充実 

図-6 に示す共同溝維持管理システムは，ＰＤＣＡサ
イクルで運用するものとし，運用レベルを３つに階層化

し，それぞれ，長期、5 年単位の中期，および単年度サ
イクルで運用していくことを計画している(図-9)． 
a) 戦略レベル：長期のサイクルで維持管理目標を策定

し，それに沿った計画運用評価を考えるレベル．共同溝

のＬＣＣを予測した管理を行う． 
b) 戦術レベル：5年サイクルで点検データを蓄積し共同
溝の現状を評価し維持補修計画を立案するレベル． 
c) 補修・補強レベル：単年度サイクルで，必要箇所の

補修・補強を実施するレベル． 
 
(5) 情報共有（データベース化） 

事務所内の関係各課および維持出張所が共同溝データ

ベースを共有することで共同溝維持管理の情報連携を目

指した(図-10)．  
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図-6 共同溝維持管理システム 

表-1 劣化度ランクと状態の関係 

劣化度ランク 1 2 3 4 5
状態 兆候なし 劣化大  

表-2 健全度ランクと状態の関係 

健全度ランク A B C D E
状態 健康 不健康

*Eは詳細調査必要  
表-3 道路橋点検要領と点検要領(案)の比較 

愛知共同溝点検要領(案)

点検員の
資格要件

橋梁定期点検要領(案)項 目 備 考

対策区分の判定を行うのに必
要な以下の能力と実務経験を有する者。
・橋梁に関する相応の資格または相当の
実務経験
・橋梁設計・施工に関する相当の知識
・点検に関する相当の技術と実務経験
・点検結果を照査できる技術と実務経験

損傷状況の把握を行うのに必
要な以下の能力と実務経験を有する者。
・橋梁に関する実務経験
・橋梁の設計・施工に関する基礎知識
・点検に関する技術と実務経験

共同溝は、コ
ンクリートの
単一構造物
であるため、
コンクリート中
心の資格とし
た。

技術士(建設部門)、コンクリート
診断士、１級土木施工管理技士のいず
れかの資格を有する者、その他同等の
資格を有する者とし、点検要領(案)の内
容を熟知した者。

点検員の指導の下に点検
を実施する者。

 

 
図-7 ブロック単位で健全度を評価 

 
図-8 補修計画の優先順位付け 

 
図-9  維持管理の3つのレベルのPDCA 
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図-10 共同溝維持管理システムによる情報共有 
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図-11 共同溝維持管理アクションプラン 

 ライフサイクルコストの比較  [累積]
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図-12 Ｍ共同溝のＬＣＣ解析 

表-4 補修のシナリオ(案) 

補修 1 2 3 4
補修対象箇所の健全度 E DE CDE BCDE  
 

(6) 陳腐化防止の方策（運用面） 

円滑な共同溝維持管理システムの実行を「運用の手引

き」で担保（システム運用のための環境整備）する．す

なわち，「運用の手引き」において，道路管理者による

点検結果と維持管理状況報告を年に１回以上占用企業者

へ行うことや，運用のための責務（運用の各担当と責務

内容）についても明文化し，各担当が協力してＰＤＣＡ

を回しシステムが陳腐化しないよう明確化した． 
システムの確実な運用を目指し，図-11に示すアク
ションプランを策定し今後の作業工程を明確化した． 
 

６．本システム構築の効果 

 

(1) ライフラインの防災機能の保持 

 躯体の損傷を早期に発見し、早期に対策することで，

ライフラインの防災機能が向上する． 
 
(2) 躯体補修費の大幅なコスト縮減 

 点検データを蓄積し劣化予測を立てることでＬＣＣの

最小化を目指した計画を立てることができる． 

図-12は，モデル点検個所のＭ共同溝で，5年単位の補
修を実施した場合の100年間のＬＣＣ検討結果である．
補修シナリオを表-4に示す． 
補修１（健全度Ｅの個所だけ補修）を採用した場合の

コストと補修２（健全度ＥとＤの個所も補修）を採用し

た場合のＬＣＣを比較すると， 30 年間までは，補修１
の方が低くなる．しかし，30 年以降は，補修２の方が
ＬＣＣは低く抑えられることを示している． 
この共同溝のＬＣＣ検討では，長期的には，早期に補

修する予防保全の方が経済的になることが示されている．

実際には，補修にかかるコストは，共同溝の形式や劣化

程度に依存する．全体として，どの時点で補修を行うこ

とがコスト縮減につながるかは，本維持管理システムを

継続的に運用しつつ点検データを蓄積し，トライアルし

ていくことが必要である． 
 
(3) 都市圏ネットワークの信頼性確保（主要幹線道路に

縦断的に整備された重要構造物の長寿命化） 

 本システム構築により，共同溝の信頼性が向上し，都

市圏の安全・安心ネットワークの信頼性を確保し，かつ，

幹線道路下に整備されている共同溝の長寿命化を図るこ

とが可能となる． 
 

７．今後の課題 

 

(1) 点検・補修データの蓄積 

点検や補修を実施しながらＰＤＣＡを回し始めること

で，点検結果や補修履歴等の基本データを蓄積し，ＬＣ

Ｃを考慮した精度の高い補修計画の策定に繋げることが

必要である． 
 

(2) 重大な事態へ進行する損傷の診断精度の確保 

都市災害防止の観点から，共同溝に駆けつけられるよ

うな専門家（防災ドクター等）の選定や体制を構築し特

異な事象が発生した時の診断精度の確保が必要である． 
 
(3) 全国の共同溝管理手法統一化（管理の質的統一） 

 各都市圏で整備されている共同溝の管理は各地域の手

法に依存しているが，今後維持管理手法の統一化（管理

の質的な統一）を図ることにより，全国の道路ネット

ワークの安全・安心が確保できると期待される． 
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